
湯沢市過疎地域持続的発展計画　KPI実績報告（令和３年度分）

KPI設定 単年度

基準値(R2) 累計

ア．人口に関する目標 人口減少の抑制 42,096 人 単年度 41,188 39,441 99%
国勢調査実施年度以外は、秋田県年齢別人口流動調査結果による人口を記載。
(R3.10.1現在）※目標値に対してのR3計算値=41,565人

定住自立圏共生ビジョン

イ．市民満足度向上に関する目標 今後も湯沢市に住みつづけたいと思う割合の増加 66.5 % 単年度 64.2 72.0 89%
20代と30代は「ずっと住みつづけたい」と「将来的に他のところに移りたい」の割
合が半々、40代～70代以上は「ずっと住みつづけたい」の割合が多い一方、10
代は「将来的に他のところに移りたい」の割合が多い。

市民満足度調査

単年度 15

(R3～R7)

累計 15

3 産業の振興 観光地点等入込客数の増加 635,964 人 単年度 460,676 1,300,000 35%
新型コロナウイルス感染症に関する措置等を考慮し、積極的な施策は実施できな
かった。状況を見ながら、積極的な施策に取り組んでいく。

総合振興計画

4 地域における情報化 市内の光ファイバ網カバー率向上 92.6 % 単年度 100 100 100%
光ファイバー等伝送路設備などを整備する通信事業者に支援し、市内の全地域で
インターネットを高速で利用できる環境が整った。

デジタル情報推進班

5 交通施設の整備、交通手段の確保
公共交通の整備と利用促進に関する満足度の割合の増
加

23.5 % 単年度 26.9 29.0 93%
10代は「やや不満」の割合が最も多く、20代～70代以上は満足している割合が
ある一方、年齢があがるにつれて不満度の割合が多くなっている。

市民満足度調査

6 生活環境の整備 下水道処理施設の普及率の向上 76.1 % 単年度 76.8 79.8 96% 毎年度、国、県に報告している下水道等普及状況調書の値を記載(R4.3.31現在) 湯沢市生活排水処理整備構想

7
子育て環境の確保、高齢者等の保健及
び福祉の向上及び増進

保育所・幼稚園等の充実と放課後児童の健全育成に対す
る満足度の割合の増加

40.1 % 単年度 37.4 46.0 81%
どの年代においても満足度の割合が多いが、20代～40代の不満度の割合が他
の年代に比べて多い。

市民満足度調査

8 医療の確保
地域医療体制の確立と経済的負担軽減に関する満足度
の割合の増加

36.3 % 単年度 38.9 42.0 93%
どの年代においても満足度の割合が多いが、30代～60代においては不満度の
割合も多い。10代は「やや満足」と「どちらともいえない」の回答のみの割合となっ
ている。

市民満足度調査

9 教育の振興 学校教育の充実に関する満足度の割合の増加 29.9 % 単年度 35.2 35.0 101%
どの年代においても満足度の割合が多く、10代の満足度は61.6%となってい
る。30代～50代においては、不満度の割合が他の年代に比べて多い。

市民満足度調査

単年度 0

(～R7)

累計
7

11 地域文化の振興等 湯沢市に愛着や誇りを持っている人の割合の増加 71.5 % 単年度 72.3 77.0 94%
どの年代においても「持っている」の割合が多く占めているものの、10代～50代
においては「持っていない」の割合が約30%となっている。

市民満足度調査

12 再生可能エネルギーの利用の推進 再生可能エネルギー出力数の増加 75,054 kw 単年度 75,054 77,054 97%
【地熱発電所】上の岱28,800Kw、山葵沢46,199Kw
【太陽光】55kw

定住自立圏共生ビジョン

13
その他地域の持続的発展に関し必要な
事項

優れた自然環境の保全に対する満足度の割合の増加 24.8 % 単年度 29.0 30.0 97%
どの年代においても満足度の割合が多いが、70代以上が他の年代に比べて不満
度の割合が多い。

市民満足度調査

持続的発展　施策区分

1

基本目標

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 説　　　　明

移住コーディネーターによる移住相談やオンライン移住相談会に参加したほか、関
係人口構築のため、湯沢ローカルアカデミーやリビングラボプロジェクトを実施
し、情報提供を行った。また、若者の定住促進を目的とした奨学金返還助成制度で
は、46名の市在住者へ返還助成を行った。

2
移住・定住・地域間交流の促進、
人材育成

移住世帯数の増加（累計） 48 世帯 50 30% 総合振興計画

単位
実績値
(R3)

目標値
(R7)

達成率 指標値の把握

まちづくりコーディネーター数（累計）集落の整備10 総合振興計画

地域自治組織や中間支援を担う市民活動団体、地域づくりに意欲のある市民及び
市職員を対象に、まちづくり人材育成セミナー（30人参加）を実施した。
※新型コロナウイルスの影響により、まちづくりコーデイネーター認定要件に必要
な全国セミナーへ派遣できず認定者が実績なしとなった。

41%17人7


